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１．はじめに 

我が国では消滅可能性都市や過疎地

域の持続可能性への対策が喫緊の課題

である。健康政策においては地域に根

ざした信頼や社会規範，ネットワーク

といった社会関係資本等である「ソー

シャルキャピタル」に着目して，地方

における自助・共助を重視した地域保

健事業を展開している[1]。都市政策

においては日常生活圏域における都市

機能整備に加え，都市再生や地方創生

の視点から健康，医療，福祉のまちづ

くりの実現が標榜されている[2]。新

しい地域社会創生の観点から，後者の

取り組みを概観すると，①住民の健康

意識を高め，運動習慣を身につける，

②コミュニティ活動への参加を高め，

地域を支えるコミュニティ活動の活性

化を図る，③日常生活圏域徒歩圏域に

都市機能を計画的に確保する，④街歩

きを促す歩行空間を形成する，⑤公共

交通の利用環境を高める，となってい

るが，これらはいずれも地域保健事業

の目的，内容とほぼ共通している。 

この状況を整理するために，図 1 に

健康と生活環境の相互作用モデルを示

す。「健康」は身体的，精神的，社会

的な状態で決定されるが，近年では

「健康の社会的決定要因」が重視され

ている。良好な健康状態は身体活動の

実施だけでなく，積極的な社会参加の

決定因子とされている（図１左）。一

方で個人の「生活環境」はライフステ

ージに応じて形成される（図１右）。

生活環境を個人レベル，地域レベル，

政策レベルのソーシャルキャピタルと

とらえると，社会的インフラや公共交

通機関などの多くの政策課題は，個人

の健康，地域の健康，国全体の健康と

相互作用することが理解できる。ま

た，生活環境を健康の社会的決定要因

ととらえると，生活の場である学校，

職域，地域の特性によって個人の健康

状態が説明できる。 

保健セクターは健康増進を目的とし

た川下対策であり，都市計画セクター

は生活環境整備を目的とした川上対策

であるために，各々の事業が連携して

いない場合にはコベネフィット（共通

便益）が期待できない[1]。前述の政

策間で類似した事業が存在すること

は，よりきめ細やかな行政サービスが

提供されている証左でもあるが，時間

的，空間的，財政的，人的制約の下で

は，個別の政策課題に対する費用便益

性を実証し，その根拠に基づいた政策

（Evidence-based policy）の実現が

求められる。 
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これまで，健康と生活環境の関連に

対する関心は，保健医療分野よりも都

市計画，都市交通領域で高いことが指

摘されている[3]。2018 年 5 月に世界

保健総会で決議された Global Action 

Plan on Physical Activity 2018–

2030（GAPPA）は，健康的で持続可能

な世界をつくるために「アクティブな

社会を創造」「アクティブな環境を創

造」「アクティブな人々を育む」「アク

ティブなシステムを創造」という 4 つ

の戦略目標と 20 の政策措置を設定し

ている。これらの政策措置は相互に関

わり合っていることから，システムベ

ースのアプローチによるコベネフィッ

トが期待できる[4]。天谷らは，人口

減少社会の都市環境のありかたの一つ

である「Within one mile」で表され

る近隣環境に着目した W-BRIDGE プロ

ジェクトを実施した[5]。 

本稿では W-BRIDGE プロジェクトに

おける「健康な社会参加へのアクセシ

ビリティとしての公共交通機関」の実

証試験の知見から，地域社会創生を目

指す健康づくりにおける P2M の適用可

能性について概括する。 

 

２．W-BRIDGE プロジェクトの成果 

このプロジェクトの最大の成果は，

公共交通を単なる地域の移動手段とし

て提供するのではなく，移動手段以外

の新しい価値を提案した点にある。天

谷らは，研究フィールドである群馬県

桐生市での社会実装研究から，「高齢者

や地域の皆さんのお出かけの増進」，

「車両内や停留所を社交場とした新た

なコミュニティの発生や繋がりの創

出」，「目的地となる商店街の活性化」，

「地域の見守りや機能の強化による地

域の安心感の増加」といった従来の都

市交通政策では見出すことが困難な新

しい価値を示唆している[5]。井原らは

公共交通空白地域におけるコミュニテ

ィ交通の合意形成手法を検討している

[6]。瀬戸市菱野団地では住民ニーズを

明らかにし，地域住民主体による協議

会を組織化することで，住民の満足度

が高まることを明らかにした。  
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沼津市大岡地区では自治体主導によ

る実証運行が継続しなかった経験から，

住民協議会を設置して持続的運行と地

域活性化を実現した。 

桐生市堤町ではグリーンスローモビ

リティ e-com8 の実証運行を行った。

自家用車を利用する住民が多い中で，

実証運行の認知度を高めるために，地

域の足について考えるセミナーを開催

した（図 2）。このセミナーでは住民自

身の健康課題とコミュニティ交通を結

び付ける手段として，無料乗車券（出

発地と目的地間を往復できるように 2

枚，実証研究期間有効），活動量計

Active style PRO HJA-750C（オムロン

ヘルスケア，京都），乗降日時が記録可

能な IC カードを配布した（図 3）。活

動量計のデータ集計は公益財団法人明

治安田厚生事業団が開発し、明治安田

ライフスタイル研究 [7]で運用してい

るソフトを一部改変し使用した。バス

乗車日と非乗車日の歩数を比較すると，

乗車日では目的での歩数が増加してい

ることが示唆された（図 4）。
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このセミナーではバスに乗って外

出することの健康効果を解説した。実

証運行では安定した利用者数を確保

するために，健康セミナーを手段とし

て認知度を高めることができたが，健

康効果の実証には至っていない。持続

的運行を実現にするには導入コスト，

ランニングコスト，運行管理や運転手

の人件費等の資金調達の課題が残さ

れているが，個人が所有する自家用車

の維持コストや，地域ぐるみの新たな

健康便益とバランスをとることで，解

決の糸口が示されている[5][6]。 

 

３．地域社会創生を目指す健康づくり

のインパクト評価 

保健医療分野においては，外出するこ

とや，その際に様々な人たちとコミュ

ニケーションが生まれることによる

健康増進効果に関する知見が蓄積さ

れている。桐生市堤町における実証試

験では，公共交通自体がソーシャルキ

ャピタルとして機能することが示唆

された。さらに，地域住民のニーズが

移動手段だけでなく，乗車前から目的

地までの交流や，目的地での購買や飲

食を伴う社会交流や自身の健康管理

目的の通院やお見舞い等の多様なニ

ーズが明らかにされた。小竹らはグリ

ーンスローモビリティが単なる移動

手段として暮らしの足として運用さ

れているだけでなく，住民間のコミュ

ニケーションの場として有効である

ことを示している[8]。さらに，車内で

は地域情報が利用者間で共有され，顔

見知りが同じ便に乗り合わせること

で，会話が自然発生し，地域の見守り

体制が構築される効果も期待される

[9]。移動手段としては低速であるが，

コミュニケーションを創発するモビ

リティが，地域社会創生にどの程度イ

ンパクトがあるかは本事例のみから

は断定できない。ソーシャルキャピタ

ルとしての生活環境と健康の相互作

用モデルに基づく実証研究の蓄積が

必要である。 

 

４．地域社会創生を目指す健康づくり

における P2M の適用可能性 

グリーンスローモビリティ（GSM）

の導入・活用のための技術的資料

（図 5）では，実証実験の結果を評価

し，仮説検証を行い，導入課題を明 
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らかにするとともに，その対応を検

討した上で，本格運行を行うことを

推奨している[10]。導入地域の実務

担当者の主たる関心は図中の緑の枠

内にあるサービス内容，運営体制，

運転者，事業スキームであることが

一般的であろう。しかし，この枠内

では GSM の導入が目的化しており，

持続的運行の実現には至らないこと

が容易に想像できる。これは GSM の

導入がアウトカムになっている，つ

まり健康づくりの川上対策に終始し

ていることが原因である。本稿で提

示した健康と生活環境の相互作用モ

デル（図 1）で示した両者へアプロー

チするには，GSM の導入・活用をアウ

トプットとして，その先にある新し

い価値の創出をアウトカムとして研

究することが必要である。岡田らは

P2M 理論による W-BRIDGE プロジェク

トの分析から社会問題解決プログラ

ムにおいては，アウトプット目標に

加えて，実際に社会にもたらす効果

を反映するアウトカム目標を定める

必要性を指摘している[11]。本稿で

紹介した桐生市は，実証試験の経験

が長く，行政，企業，住民と大学が

連携して社会実装段階にあるため，

保健医療分野以外にも多くの領域の

アウトカム評価が可能と思われる。

W-BRIDGE プロジェクトでは健康価値

のコベネフィットが提案されたが，

環境，防災，過疎，文化活動や教育

分野等においても長期的なアウトカ

ムが期待される。 

 

５．最後に 

本事例は地域社会創生を直接目指

したプロジェクトではないが，地域

住民の潜在的なニーズを掘り起こし

たことに成功し，住民の外出機会を

増やし，新たな社交場を増やし，居

住地と目的地間のコミュニケーショ

ンを創出し，商工，防犯，安全等の

面で生活の質の向上に貢献したとい

える[5]。交通機関のアクセシビリテ

ィに注目したモビリティー・マネジ

メントが各地で展開される中で，健

康な社会参加へのアクセシビリティ

としての公共交通機関のコベネフィ
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ットは今後注目すべき課題の一つで

ある。ヘルスプロモーション領域で

は「アドボカシーは政治，経済，社

会，文化，環境，行動，生物学的要

因を健康に好ましいものへと変えて

いく」とされている。妊娠，出産，

就学，就職，退職といったライフス

テージ別保健事業（親子保健，学校

保健，産業保健，地域保健）は個人

レベルの健康づくりに貢献するが，

健康なまちづくりを目的ととらえた

場合には集団レベルの発育発達，疾

病予防，自立機能の維持，健康寿命

の延伸や QOL の向上に取り組まなけ

ればならない（図 6）。個人と集団を

結び付け，相互に事業を関連付ける

ことで，コベネフィットが指数関数

的に増大することが期待できる。 

複雑な社会課題を解決するには，

システムベースのアプローチが可能

なアドボカシースキルを持った人材

の重用が予測される[12]。このよう

な人材により、P2M を適用したエビデ

ンスが蓄積され，健康な地域社会創

生が実現することを期待したい。 
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